
※ 主要な事業のみ掲載 単位：万円

国県支出金 地方債 その他特定 一般財源

4,413 70 1,350 116 2,876

総務 交通安全施設設置
事業

交通事故の無い安全な社会を目指し、安心して通行で
きるように、地域の要望等によりガードレールやカー
ブミラーを設置する。

400 400

民生 防犯灯整備事業 夜間の安全性を確保するため、地域の要望等により集
落内の防犯灯を整備する。(10基予定) 81 16 65

衛生
住宅用太陽光発電
システム設置推進
事業

環境にやさしいクリーンエネルギーの導入を目指し、
太陽光パネルを設置する世帯に補助金を交付する。
１ｋＷあたり２万円、限度額６万円。

500 500

新規 衛生 河川水質、公害等
調査事業

河川水質や騒音・振動・悪臭測定等の調査を行い、公
害対策を行う。 49 0 49

新規 衛生
福岡県南広域水道
企業団水源開発事
業(大山ダム)

大山ダム(大分県日田市)建設事業の借入に係る元利償
還金に対する福岡県南広域水道企業団構成団体が負担
する負担金(23年間)。

502 502

衛生 古紙等集団回収奨
励事業 古紙等を集団回収している団体に対し助成を行う。 100 100

商工 消費者行政推進事
業

消費者行政活性化基金補助金(県費)を活用し、消費者
問題にかかる啓発、情報提供及び相談体制を充実す
る。

139 70 69

消防 自主防災組織育成
事業

各校区に設置されている自主防災組織の支援、育成に
対し助成を行う。 20 20

新規 消防 消防ポンプ自動車
購入事業

消防第４分団ポンプ自動車は、購入から20年経過して
おり、老朽化のため更新を行う。 1,800 1,350 450

消防 非常食備蓄事業 災害時に必要な飲料水や非常食の購入、備蓄を行う。 141 100 41

新規 消防 防災ハザードマッ
プ作成事業

水害対策としての避難図や災害時に必要とされる避難
場所及び緊急連絡先等を掲載した防災マップを作成す
る。

80 80

新規 消防 防災無線等設備調
査・設計事業

防災行政無線を整備するための現地調査や計画書の作
成を行う。 600 600

14,364 2,520 1,500 1,992 8,353

総務 甘木鉄道安全輸送
設備等整備事業

甘木鉄道は施設全体の老朽化が進んでおり、安全性の
向上に資する設備を計画的に更新、改修、交換を図
り、地域交通の安全・安定輸送を確保する。

146 146

総務 住宅改修補助事業 住宅改修に対して町が一部補助を行い、住居環境の質
の向上と地域経済の活性化を図る。 300 300

地域の要望等により町道の拡幅改良や通学路への歩道
設置を行い、集落内の緊急車両等通行不能箇所を解消
し、安心して通行できる環境をつくる。

6,500 6,500

町道奥野七反牟田線の拡幅改良を行うことで、住民の
交通の利便性向上や安全確保を行う。 2,500 1,380 820 300

平成25年度　事業一覧（一般会計）

事　　業　　内　　容 予算額事　業　名歳出
目的別

左の財源内訳

１　心豊かな未来を拓くまちづくり
（環境、循環型社会、防災、防犯、消費生活等）

２　自然を愛する住みよい生活空間のまちづくり
（道路、公園、住宅、都市計画等）

道路改良事業土木



※ 主要な事業のみ掲載 単位：万円

国県支出金 地方債 その他特定 一般財源

平成25年度　事業一覧（一般会計）

事　　業　　内　　容 予算額事　業　名歳出
目的別

左の財源内訳

新規 土木 橋梁長寿命化事業 老朽化している橋梁補修の詳細設計及び工事を行い、
利用者が安全、安心に通行できるよう整備を行う。 2,400 840 500 1,060

新規 土木 通学路対策事業 小学生の通学時の安全を守るため、通学路の対策工事
(歩道のカラー舗装等)を行う。 600 300 180 120

土木 町営住宅管理事業 低所得者や母子家庭等、住宅困窮者の生活安定のため
に、町営住宅の維持管理を行う。 250 250

土木 公園管理事業
地域住民の憩いの場として安全に利用できるよう、大
刀洗公園、桜づつみ公園、大堰公園の維持管理を行
う。

1,668 45 1,623

20,972 4,762 0 1,697 14,514

民生 社会福祉協議会助
成事業

社会福祉協議会の法人運営(保育園含む)、福祉バス運
行、小地域ネットワーク、ミニデイサービス事業の実
施に対する助成を行う。

3,246 3,246

民生 ボランティア活動
助成事業

社会福祉協議会が運営するボランティアセンター事業
への助成を行う。 71 71

新規 民生 障害者相談支援員
設置事業

障害者相談支援業務や障害程度区分認定審査を実施す
る。
障害者福祉サービスの「ケアプラン」を作成する。

345 345

民生 障害者相談支援機
能強化事業

障害者が地域で安心して自立した生活を送っていくた
め、必要に応じて適切な障害保健福祉サービス等に結
びつけていくための相談支援を事業者に委託する。

172 172

民生 障害者地域生活支
援事業

障害者が自立した日常生活又は社会生活を営むことが
できるよう、地域特性や利用者状況に応じた事業を行
う。(日常生活用具給付、移動支援、日中一時支援等)

822 805 17

民生 高齢者緊急通報体
制整備事業

高齢者の急病等の緊急事態に備え、通報装置を貸与す
る。 130 59 72

民生 同和問題啓発強調
月間啓発事業

同和問題啓発強調月間(７月)に街頭啓発や講演会等を
実施し、人権尊重の意識の啓発、同和問題をはじめと
するあらゆる差別の解消のための啓発の取組みを行
う。

45 23 22

民生 介護予防啓発デイ
サービス事業

日帰りで施設に通い、食事、生活指導、機能訓練等を
行う。対象者は、65歳以上の方で、介護保険の通所
サービスを利用していない方。月２回まで利用可。利
用者負担有。

720 648 72

民生 地域自立生活支援
事業

65歳以上の一人暮らし又は高齢者のみ世帯の方で、低
栄養状態を改善する必要がある方に利用料を負担して
もらい、栄養状態を改善するための弁当配達と安否確
認を行う。

295 266 30

新規 民生 健康体操教室事業
介護予防事業の一環として、概ね65歳以上の方を対象
に各校区センターを利用して体操教室を開催する。指
導は運動指導士が行い住民サポーターが支援する。

816 540 276

新規 民生
子ども子育て支援
事業計画ニーズ調
査事業

子ども子育て支援事業計画を作成するにあたり、０～
18歳の子どもをもつ保護者にアンケートによる意識調
査を行う。

224 224

民生 学童保育所管理運
営事業

保護者会に運営を委託し、下校時に家庭で保育できな
い小学生を対象に保育を行う。 1,608 1,067 542

３　健康で安心して暮らせる明るいまちづくり
（健康づくり、子育て、福祉、医療等）



※ 主要な事業のみ掲載 単位：万円

国県支出金 地方債 その他特定 一般財源

平成25年度　事業一覧（一般会計）

事　　業　　内　　容 予算額事　業　名歳出
目的別

左の財源内訳

民生 延長保育促進事業 就労形態の多様化に伴い、開所時間を延長して保育を
取り組む保育園に対し補助を行う。 2,489 1,659 830

民生 一時預かり事業 家庭において保育を受けることが一時的に困難となっ
た乳幼児を一時的に預かり、必要な保護を行う。 234 104 130

民生 病後児保育事業
共働きなどの家庭において、病気がほぼ回復しても保
育園への登園許可が下りない場合に、園児を家庭や園
に代わって保育を行う。

458 280 178

民生 子育て支援セン
ター事業

地域全体で子育てを支援することを図り、親子で安全
で安心して遊べるあそび場の提供、子育ての不安に対
する相談や情報の提供、子育てサークルの育成・支
援、乳幼児学級などを通して地域の子育てに対する育
児支援を行う。

1,045 370 675

民生 児童虐待防止対策
事業

児童虐待防止対策緊急強化事業として、緊急的な強化
を図るため、広報啓発、体制強化、緊急対応強化の取
り組みを実施することにより、児童虐待防止対策の緊
急的な強化を図り、相談事業等を強化する。その為に
必要な備品を整備する。

43 43 0

衛生 予防接種事及び結
核検診事業

住民の疾病予防のため、予防接種及び胸部レントゲン
検診を実施する。 3,996 3,996

衛生 健康増進事業

対象年齢に応じたがん検診(胃・子宮・乳・大腸・前
立腺・肺)及びＢ・Ｃ型肝炎検査、40才から65才以上
を対象にした健康教育や個別の健康相談、既存の教室
生に対して運動・栄養面からの指導を実施する。

1,759 149 193 1,417

衛生 妊婦健康診査事業
母体や胎児の健康確保を図り、経済的不安を軽減する
ことで積極的な妊婦健診の受診を図り、安心して出産
に臨めるよう健診費用負担を補助する。

1,469 1,469

衛生 乳児家庭全戸訪問
事業

乳児のいる全ての家庭を訪問し、様々な不安や悩みを
聞き、母子保健・子育て支援サービス等の情報提供を
行うとともに、母子の心身の状況や養育環境を把握
し、支援が必要な家庭に対して適切なサービスを提供
する。

40 20 20

新規 衛生 診療所指定管理事
業

診療所が指定管理者制度を実施するのに伴い、平成25
年度から10年間、協定に基づき指定管理者に指定管理
料を支払う。

700 50 650

新規 衛生 未熟児養育医療事
業

出生時の体重が2,000ｇ以下または身体の発育が未熟
なまま出生した１歳未満の乳児で、指定養育医療機関
へ入院療育を必要とする未熟児に対して、医療の給付
を行う。

247 184 63

23,090 985 5,080 663 16,362

教育 特別支援教育総合
推進事業

障害のある幼児児童生徒の自立や社会参加に向けた取
組を支援する視点に立ち、一人ひとりの教育的ニーズ
を把握し、その持てる力を高め、生活や学習上の困難
を改善または克服するため、適切な指導及び支援を行
う。

1,259 1,259

教育
教育支援コーディ
ネーター兼学校支
援員等配置事業

特別支援教育の視点から、学校が抱える課題について
助言及び支援等を行う。
授業での教員の補佐及び児童生徒に対する支援を行
う。

883 883

新規 教育 スクールガード
リーダー配置事業

児童生徒の安全確保を図るため、警察ＯＢによる学校
巡回等を行い、学校の安全体制に対する指導・助言等
を行う。

368 368

４　個性と潤いのある文化のまちづくり
（学校教育、生涯学習、ｽﾎﾟｰﾂ、文化芸術等）



※ 主要な事業のみ掲載 単位：万円

国県支出金 地方債 その他特定 一般財源

平成25年度　事業一覧（一般会計）

事　　業　　内　　容 予算額事　業　名歳出
目的別

左の財源内訳

教育 学力向上推進事業

事業の３ヵ年の取組みについて、菊池小及び大刀洗中
で研究発表を行う。また、教職員、児童生徒、ＰＴＡ
及び住民を対象に、中学校よのなか科及び弁当の日研
修会を実施する。

50 50

教育 小中学校特別講座
事業

小学６年生及び中学１～３年生の塾に通っていない児
童生徒を中心に講座を開き、児童生徒の学力向上を推
進する。

212 212

教育 学校給食充実事業 施設･設備の老朽化及び業務の効率化のため、給食施
設･設備の工事、備品の購入及び取替を行う。 250 250

教育 学校給食費補助事
業

小麦等の給食食材の高騰により、食材の変更やデザー
トの回数減で対応していたが、子どもの成長に必要な
栄養素を確保するため、給食費の値上げを行うが、日
本一の給食を目指す方針に基づき、保護者負担の軽減
を図る。

1,407 1,407

教育 小学校ふれあい体
験学習事業

町内４小学校５･６年生が合同で体験学習する場を設
定し、児童の交流拡大に繋げる。 50 50

新規 教育 小学校施設改修事
業

施設の老朽化に伴い、菊池小学校のプール改修工事を
行う。大堰小学校プール、特別教室棟及び給食室、菊
池小学校屋内運動場屋根改修工事のための実施設計を
行う。

4,792 4,792

新規 教育 中学校屋内運動場
改修事業

中学校屋内運動場は改築後46年を経過しており、施設
の老朽化に伴い、大規模改修工事を行う。 6,776 5,080 1,696

教育 分館建設事業費助
成事業

各行政区にある公民館分館の利用改善のため、工事費
の一部を助成する。 94 94

教育 人権同和教育推進
事業

人権週間(12月)に人権講演会を実施し、全ての町民
が、人権同和問題を自らの課題として正しく認識し、
人権同和問題の解決に努めるよう推進活動を行う。

209 26 183

教育 青少年学校外活動
事業

子どもの学校外活動を促進させるため、子ども料理教
室とチャレンジ教室等を企画・運営する。また、アン
ビシャス広場や校区チャレンジ教室の育成・支援を行
う。

258 17 30 212

教育 ドリームセンター
設備補修事業

設備の老朽化に伴い、移動観覧席の修理及び舞台機構
の改修(滑車、ワイヤー交換)を行う。 998 998

教育 図書館運営事業

町民の図書やその他の図書館資料に対する要求にこた
え、自由で公平な資料の提供を中心とする諸活動に
よって、町民の教育と文化の発展に寄与するため、町
立図書館の運営管理を行う。

1,930 3 1,927

教育 キリシタン関係資
料整理事業

キリシタン関係の古文書や書籍等の資料整理を行い、
その価値判断をし、今後の活用について検討する。 234 234

教育 町内遺跡発掘調査
事業

試掘・確認調査等及び零細事業者・個人専用住宅等の
埋蔵文化財調査、国庫補助事業(発掘調査等)に係る事
業を行う。

758 330 428

教育 下高橋官衙遺跡整
備事業

史跡下高橋官衙遺跡を整備し、町民をはじめ一般の利
活用を促進し、文化財や郷土への愛護思想の向上をは
かり、町の観光拠点を目指す。25年度は、案内サイン
等整備を行う。

950 325 625

教育 文化財発掘受託調
査事業 高樋地区開発に伴う埋蔵文化財の発掘調査を行う。 617 617



※ 主要な事業のみ掲載 単位：万円

国県支出金 地方債 その他特定 一般財源

平成25年度　事業一覧（一般会計）

事　　業　　内　　容 予算額事　業　名歳出
目的別

左の財源内訳

教育 地域活動指導員配
置事業

中央公民館チャレンジ教室、校区チャレンジ教室、ア
ンビシャス広場等地域活動の指導及び支援を行う。 517 288 229

教育 町民体育大会事業
広く町民に体育を振興し、その発展とスポーツ精神の
高揚をはかり、一層健康で明朗な町民生活を確立する
ため、毎年10月に大会を開催する。

90 90

教育
ひばりロードふれ
あいマラソン大会
事業

町内外各層に幅広く参加を呼びかけ、自己の体力に応
じて走ることをとおして、心身の健康と参加者同士の
交流をはかるため、毎年２月に大会を開催する(10㎞,
５km,３km,２km,健康マラソン1.5km)。

190 13 177

教育 ふれあいスポーツ
教室事業

小中学生を対象にプロスポーツ選手等を招いたスポー
ツ教室を開催する。(サッカー、野球) 41 41

新規 教育 相撲場補修事業 武道場横の相撲場の柱や屋根の塗装塗り替えを行う。 158 158

30,237 3,104 19,890 25 7,219

農林
水産

土地利用型農業育
成事業

生産調整推進のため、集落営農組織や認定農業者な
ど、大豆等を集積して作付けする農業者に助成金を交
付する。10アールあたり5,000円

950 950

農林
水産

園芸施設等整備事
業補助事業

町内の農業者が農業機械の集約や施設の規模拡大等す
るに当たり、事業費の20％、上限40～50万円を補助す
る。

200 200

農林
水産

地域特産品開発推
進事業

町内で採れる大豆等を活用した地域特産品を開発し、
商品化するための組織に対し補助する。 40 40

農林
水産

農地・水保全管理
共同活動支援事業

農地・水・環境の良好な保全と質的向上のため、地域
共同の取組を共同活動支援交付金を各組織に交付(５
年間)。地域共同で農村環境の保全等にも役立つ質的
向上を図る活動を行う。

907 27 880

農林
水産

農地・水保全管理
向上活動支援事業

農地・水保全管理支援交付金を活用し、これまで集落
で管理してきた農業用用水路等の資源の長寿命化に取
り組み、農業者をはじめ、地域住民や関係団体それぞ
れの役割分担と相互連携・協働の下に事業を推進す
る。

873 18 855

新規 農林
水産

戸別所得補償経営
安定推進事業

地域の中心となる経営体の確保や、農地集積に必要な
取組みを支援する。農業後継者への就農給付金や、農
地集積に対する協力金を給付する。

851 840 11

農林
水産

活力ある高収益型
園芸産地育成事業

県が定める重点品目の産地強化を図るため、生産及び
流通施設等の整備に対する助成を行う。 1,053 953 100

農林
水産

水田農業担い手機
械導入支援事業

売れる米・麦・大豆づくりと生産コストの低減に取り
組む担い手の機械整備に対する助成を行う。 190 127 63

新規 農林
水産

ふくおかの畜産競
争力強化事業

畜産物の生産量を確保し、競争力を強化するための飼
養規模拡大に係る飼養管理施設等の整備に対する助成
を行う。

130 100 30

農林
水産 食育推進事業 「食育」に関することを広めるため、食育推進協議会

を中心に計画を推進する。 31 31

新規 農林
水産

両筑平野用水二期
事業

両筑平野用水二期事業(国営事業)による農業施設工事
費の借入金に係る元利償還金に対する町負担金(H17～
24一括支払、H25からは単年度支払)

22,112 19,890 2,222

５　農業と商工業が調和した活力あるまちづくり
（農業、商工業、観光、食育等）



※ 主要な事業のみ掲載 単位：万円

国県支出金 地方債 その他特定 一般財源

平成25年度　事業一覧（一般会計）

事　　業　　内　　容 予算額事　業　名歳出
目的別

左の財源内訳

新規 農林
水産

農業用施設改修事
業

西栄田地区水路の改修工事、豪雨災害による農道補修
工事により、農業環境の整備を行う。(県単独事業) 1,050 280 25 745

農林
水産

町北部地区ほ場整
備推進事業

後継者不足、離農を解消するため、ほ場整備が施工さ
れていない町北部地区(菊池校区)において整備推進を
図る。

90 90

商工 小企業等経営改善
資金利子補給事業

商工会が町規則により行う事業に対して、補助を行
う。補助金は、商工会が規則により行った利子補給額
に対して、予算の範囲内において商工会に交付する。

50 50

商工
商工会プレミアム
付き商品券発行補
助事業

商工会が実施するプレミアム付き商品券発行事業に対
し、プレミアム分10％のうち７％を町が補助すること
で、商工会加盟店舗の売り上げ向上に寄与する。

420 420

商工 観光事業
町村フェアにおいて伝統芸能の発表や特産品の販売を
行い、町をＰＲする。また、県や筑後地区観光協議会
と連携し、観光客数の増を図る。

22 22

商工 企業誘致推進事業

町の産業発展や雇用確保のため、優良企業を誘致す
る。新設及び増設の誘致企業に対しては、その部分の
固定資産税相当分を３年間奨励金として交付する。
(H25年度新規申請者からは課税免除)

385 385

商工 雇用対策事業

緊急雇用対応事業補助金を活用し、特定健診・特定保
健指導や課題対応常勤講師及びチームティーチング指
導者による学習援助を行い、雇用の一時的な受け皿を
創り出す。

885 760 125

3,230 109 0 53 3,068

商工 筑後フェスティバ
ル事業

町外者を対象にスローフードフェスタを実施し、町特
産物や郷土料理など町の食文化、自然環境をアピール
することで都市圏との交流人口の受入を促進する。

32 0 31

総務 地域おこし協力隊
事業

校区センターや地域づくりボランティア団体の地域づ
くり活動を支援し、活動の活性化とまちづくりに関心
がある住民の発掘を行う。

480 480

総務 高齢者人材育成事
業（さくら市場）

町のＰＲ活動としてスタッフ２名を雇用し、町内外各
所で農産品、手芸品、食品などを出店販売する。高齢
者の社会参画を推進するきっかけとして、出品者によ
る品物の作り方講習会や出品者同士の集いの場を開
く。

218 109 10 99

総務 地域づくり推進事
業

各校区センターが中心となるまちづくり活動や地域活
動の推進、支援、育成に対し助成を行う。 1,540 1,540

総務 ドリームまつり事
業

役場駐車場及びドリームセンターをメイン会場とし
て、町民等を対象にしたイベントを開催する。(バ
ザーの出展、芸能発表、作品展示、郷土料理の試食、
産直市等)

390 10 380

総務 男女共同参画推進
事業

男女が互いの人権を尊重しつつ、責任も分かち合い、
性別に関わりなく個性と能力を十分に発揮できる社会
の実現のため、男女共同参画推進基本計画を平成23年
に策定。それに基づき講演会や広報などを通した意識
啓発活動を行う。

30 30

教育 外国青年招致事業
小中学生の語学力向上や国際感覚を身に付けるため、
外国語授業指導助手(ＡＬＴ)による外国語習得の充実
を図る。

540 32 507

６　地域力を発信するまちづくり
（広域連携、国際交流、ｺﾐｭﾆﾃｨ、男女共同参画等）



※ 主要な事業のみ掲載 単位：万円

国県支出金 地方債 その他特定 一般財源

平成25年度　事業一覧（一般会計）

事　　業　　内　　容 予算額事　業　名歳出
目的別

左の財源内訳

9,820 0 0 60 9,760

総務 職員人材育成事業

持続可能性のあるまちづくりを目指し、職員の能力開
発のために職員研修(庁舎内研修、福岡県市町村職員
研修所、市町村職員中央研修所、東京財団人材育成研
修等)及び人事評価を実施する。

379 60 319

新規 総務
就業情報管理、庁
舎入出管理システ
ム導入事業

閉庁時の入退庁を管理し、情報漏洩防止等の安全対策
確保を図るため、ＩＣカードを使用したセキュリティ
システムを導入する。

409 409

拡充 総務 広報たちあらい発
行事業

広報紙の更なる充実のため、クリニック(現状評価)、
電子ブックの制作を行う。また、担当者の能力向上を
図るため、日本広報協会が開催するセミナーに参加す
る。

525 525

新規 総務 ＯＣＲ(光学式文字
読取装置)導入事業

税等納付書面の納付情報を電子データ化し、収納業務
への反映に必要なＯＣＲ装置を導入する。 242 242

新規 総務
庁舎内ネットワー
ク及びパソコン端
末等機器更新事業

庁舎内のパソコン、ネットワーク機器等の老朽化に伴
う入替を行い、端末利用環境を簡素・高度化し、中長
期的なＩＣＴ高度化に資する環境を整備する。

6,482 6,482

新規 総務
事務事業データ
ベースシステム導
入事業

長期的に維持管理を要する施設台帳や職員の経験や知
識、日々取り扱う行政文書等をデータベース化し、業
務の高度化を図る。

1,115 1,115

総務
自治体ＳＮＳ(ｿｰｼｬ
ﾙ･ﾈｯﾄﾜｰｷﾝｸﾞ･ｻｰﾋﾞ
ｽ)事業

Facebookを活用した町の情報発信やＰＲ活動、特産品
販売(FB良品TACHIARAI)を行う。 189 189

新規 総務 地方税電子申告支
援サービス事業

地方税ポータルシステム（ｅＬＴＡＸ）により地方税
の電子申告サービスがインターネットで利用できるよ
う、環境を整備する。

481 481

792 640 0 0 152

新規 総務
戸籍副本データ管
理システム対応連
携ソフト導入事業

災害による戸籍データの滅失を防ぐため、戸籍副本
データ管理システムを導入し、遠隔地でデータを保存
する。

152 152

新規 総務 参議院議員選挙費 任期満了による参議院議員通常選挙を執行する。(平
成25年７月予定） 640 640

平成24年度繰越分

2,289 2,289 0 0 0

新規 消防
全国瞬時警報シス
テム自動起動装置
整備事業

住民への災害情報の伝達手段の多様化・多重化を推進
し、緊急時の情報伝達体制を強化するため、全国瞬時
警報システム(Ｊアラート)自動起動装置整備を整備
し、メールやインターネットによる災害情報配信を行
う。

2,289 2,289 0

11,500 5,343 6,150 0 8

新規 土木 町道舗装修繕事業 町道猪本高食線外12路線の舗装修繕を行うことで、安
心して通行できる環境をつくる。 11,500 5,343 6,150 8

７　自立可能な町政への転換
（協働、広報、自治体経営、情報化、人材育成等）

その他

１　心豊かな未来を拓くまちづくり
（環境、循環型社会、防災、防犯、消費生活等）

２　自然を愛する住みよい生活空間のまちづくり
（道路、公園、住宅、都市計画等）



※ 主要な事業のみ掲載 単位：万円

国県支出金 地方債 その他特定 一般財源

平成25年度　事業一覧（一般会計）

事　　業　　内　　容 予算額事　業　名歳出
目的別

左の財源内訳

17,729 0 0 14,000 3,729

継続 衛生 大刀洗葬祭場建設
事業

住民の福祉向上と町の自主財源確保、地場産業の振興
のため、葬祭場を建設する。 17,729 14,000 3,729

765 380 380 0 5

新規 農林
水産

農業体質強化基盤
整備促進事業

排水施設の無い三川地区の一部を整備する。(国庫補
助事業) 765 380 380 5

609 0 0 0 609

継続 総務
役場庁舎耐震化及
び大規模改修工事
実施設計

役場庁舎は、災害時の拠点としての役割を持っている
が、旧耐震基準で設計され耐震性能を保有していない
ため、耐震補強及びそれに合わせた省エネ化等の大規
模改修工事のための実施設計を行う。

609 609

７　自立可能な町政への転換
（協働、広報、自治体経営、情報化、人材育成等）

３　健康で安心して暮らせる明るいまちづくり
（健康づくり、子育て、福祉、医療等）

５　農業と商工業が調和した活力あるまちづくり
（農業、商工業、観光、食育等）


